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「官民給与の比較方法の在り方に関する研究会」 

報告書（概要） 

                                                        平成１８年７月 

                                                                               
                                                                               
Ⅰ はじめに 

 ○ 「官民給与の比較方法の在り方に関する研究会」は、国家公務員の給与決定の基礎と

なる現行のラスパイレス方式による官民給与の比較方法の在り方について、昨年 11 月
よりこれまで９回にわたって議論を重ねてきた。 

 ○ この間、３月 20日に公表した研究会の中間とりまとめ「論点整理及び当面の対応策」
の中で、本年の人事院勧告の基礎となる民間給与実態調査の調査対象企業、調査対象従

業員等に関して提言を行った。 
   その後、本年１月より開催されている「給与懇話会」での意見も参考にしつつ検討を

重ね、以下の報告をとりまとめた。 
 
Ⅱ 検討に当たって 

 ○ 現行の民間準拠方式による公務員給与水準の決定方法については、昭和 34 年の現行
のラスパイレス方式による官民給与の比較の導入、昭和 39 年の現行調査対象企業規模
への変更以来、調査方法や比較方法全般の基本的な見直しは行われてこなかった。 

 ○ 本報告書は、官民給与比較方法の在り方について改めて検証を行い、問題点とともに

改善策等についてとりまとめたものである。 
 
Ⅲ 現行の官民給与比較方法 

 ○ 人事院は、毎年、「職種別民間給与実態調査」及び「国家公務員給与等実態調査」を実

施し、個々の国家公務員及び民間企業の従業員の４月分の月例給を精確に把握している。

そのうえで、公務の一般的な事務・技術職である行政職(一)適用職員と、民間において
これと類似すると認められる事務・技術関係職員について、給与決定に重要な影響を与

える要素（役職段階、勤務地域、学歴、年齢）を同じくする者同士の給与額の比較を行

い、その結果を公務員の人員構成で加重平均する、いわゆるラスパイレス方式により官

民較差を算定している。 
 ○ 昭和 34年に「ラスパイレス方式」を導入した当初は、事業所規模 50人以上との比較
を行っていたが、昭和 39 年に、池田総理・太田総評議長会談を受けた公労委の仲裁裁
定において、現業の国家公務員の比較対象が企業規模 100人以上とされたことから、人
事院は、これを踏まえて、人事院勧告における比較企業の規模も同様の取扱いとした。 
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Ⅳ 官民給与比較方法の見直しに当たっての基本的な考え方 

    ―同種・同等比較の原則と民間賃金実態のより精確な反映― 

 ○ 我が国では、国家公務員の労働基本権が制約され、人事院勧告制度がその代償措置と

されている。人事院は同勧告において、国家公務員法に定める情勢適応の原則に基づき、

民間企業従業員の給与水準と均衡させること（民間準拠）を基本に、国家公務員の給与

水準を設定している。 
 ○ 公務と民間企業では、それぞれ職種、役職段階の人的構成、年齢構成、学歴構成等が

異なる。このように、異なる集団間での給与の比較を行う場合には、それぞれの集団に

おける給与の単純平均を比較することは適当ではなく、一般的と考えられる給与決定要

素の条件を合わせて、同種・同等の者同士の給与を比較すべきである。現行のラスパイ

レス比較の方法は、この同種・同等比較の原則に則った比較方法であると考えられる。 
 ○ 民間準拠を基本に給与水準を決定している理由は、職員の理解と納得を得つつ、納税

者である国民の理解を得るための最も客観的な指標であるということにある。とすれば、

民間準拠の方式は一定の社会的コンセンサスに裏打ちされている必要があり、同種・同

等比較を行う上で必要とされる民間給与をできるだけ広く把握して、公務員給与水準に

できるだけ広い民間給与の実態を反映させることが重要である。 
 ○ 官民給与の比較に当たっては、現行の実地調査の手法により得られている民間給与実

態調査の精確性・信頼性を確保することも重要である。 
 
Ⅴ 論点ごとの検討と改善策 
 １ 官民較差に反映させる民間企業の規模 

   ○ 国民の理解を得つつ、公務員の適正な給与水準を確保していくためには、同種・同
等比較の原則を維持しながら、官民比較の対象となる企業の範囲について、現行の比

較対象企業規模（100 人以上）にとどまらず、同種・同等の業務を行う民間従業員の
給与をより広く把握し反映させることが求められている。 

   ○ 一定の部下数等を基準として推定される役職の責任の大きさを基本に公務と民間の
同種・同等性の判断が行われていることから、企業規模 100人未満の企業を比較対象
に加えるとしても、同種・同等比較を行う上で、公務と同様の役職段階を有する規模

の民間企業と比較する必要がある。そのような点では、企業規模 100人以上と企業規
模 50～99人では大きな差が見られない。 

   ○ 本年の企業規模 50人以上 100人未満の民間給与実態調査の状況をみると、84％を
超える事業所において調査が実施されており、また、各役職段階別の調査実人員につ

いても十分な人数が確保されていることから、企業規模 50 人以上の従業員の給与を
含めても精確な官民比較を行うことは可能である。 

   ○ 以上のことから、同種・同等比較の原則の下で、調査の精確性を確保しながらでき
るだけ広く民間給与の実態を把握し反映させるためには、官民比較の対象を企業規模

50人以上とすることが適当である。 
   ○ この場合、官民較差に反映される企業のカバー率は、現行の 55.0%から 64.8%に拡

大し、都道府県のうち最も低い県でもカバー率が約５割となることが見込まれる。 
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 ２ 比較対象従業員 
   ○ 給与の官民比較ではラスパイレス比較によって公務と民間の同種・同等の者同士の

比較を行い、両者の均衡を図るという原則を維持するべきであり、比較対象とする従

業員は、引き続き、両者に共通の事務・技術関係職員（デスクワーク）とすることが

適当である。 
   ○ 非正規社員及び派遣労働者については、昨年の人事院勧告の際の報告において指摘

されているように、「短期雇用を前提に、時給制が多く、諸手当の支給割合が低いなど、

雇用形態、賃金形態が常勤職員とは明確に異なっていることから、官民比較の対象と

することは困難」であり、同種・同等比較の原則から、比較対象従業員に加えないこ

とが適当である。 
   ○ ライン職の要件については、公務における平均部下数の現状や民間企業における組

織上の位置づけなどを考慮して、変更することを検討すべきである。例えば、公務に

おける本府省課長（９級、10級）について、比較対象とする民間の部長は、公務の本
府省課長の約３分の２が対象となる構成員「20人以上」とすることが適当であると考
えられる。 

  ○ 民間企業ではスタッフ職の従業員が増えており、現行のライン職を中心とした比較

対象従業員の範囲では、民間企業の人事・組織形態に関する変化（組織のフラット化

の進展等）を十分に反映できていない。公務においては、部下数に関わらず役職者を

比較の対象としていることを考慮すれば、要件を満たしているライン職の役職者と職

能資格等が同等と認められるスタッフ職や要件を満たしていないライン職も比較の対

象に加えることが適当である。 
   
 ３ 比較要素 
  ○ 計量経済学の手法を用いて改めて検証を行った結果、現行の「役職段階」、「勤務地

域」、「学歴」、「年齢」は、引き続き、比較要素とすることが適当であると認められる。 
  ○ 「勤続年数」を比較要素とすることについては、調査技術上の問題等が存在してお

り、さらに、必ずしも「勤続年数」を給与比較の際の比較要素に入れる必要はないと

する検証結果が出ている。このことを踏まえると、これまでと同様に「勤続年数」は

比較要素としないことが適当であると考える。 
  ○ 「性別」については、「性別」要素によって給与に差を生じさせるべきものではなく、

男女格差を解消することを目指して、男女雇用機会均等法の制定等、様々な取組が行

われている。このような背景を踏まえれば、今後、新たに「性別」を官民給与の比較

要素に加えることは適当でない。 
 
 ４ 役職段階別の対応関係 
  ○ 官民比較の対応関係については、本年４月から実施している給与構造の改革におけ

る俸給表の級の新設・統合に伴う整理の必要があるほか、100 人未満の小規模企業を
比較対象企業に加える場合には、その対応関係を設定する必要がある。 

  ○ 企業規模 100人未満の企業のライン職要件及び対応関係については、企業規模 100
人以上の企業における 500 人以上の場合と 500 人未満の場合との関係や、企業規模
100 人未満の企業の調査実員数の状況、組織段階数等を考慮して設定すべきであり、
少なくとも、部長等や課長については、100 人以上企業との一定の段階差を設けるこ
とが適当である。 

  ○ 本府省職員の職務の特殊性・困難性を考慮すると、例えば現行の「東京 23区本店・
企業規模 500人以上」の従業員との比較について、企業規模を 1,000人以上に引き上
げることについても更に検討していく必要がある。 
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 ５ 特別給（ボーナス）の官民比較の方法 

  ○ 月例給は、個人別の４月分の給与額を調査して官民比較を行っているのに対し、特

別給（ボーナス）は、事業所単位で前年冬と当年夏の支給総額を調査して官民比較が

行われており、月例給と異なり、同種・同等の者以外も含めて月数を算出している。 
  ○ 同種・同等に限定する手法としては、月例給と同様に個人別特別給を把握すること

が考えられ、同種・同等比較の原則を維持する観点からはこの方式を目指すべきとも

考えられる。 
  ○ 個人別に特別給の支給額（年２回分）を調査することは、調査が煩雑となり、事業

所の協力を得ることが困難となることが予測されるほか、一昨年から行っている当年

夏季の特別給の実態把握が夏の勧告に間に合わないという問題が生じる。 
    ○ 民間企業におけるボーナスは、今日でもなお生活補給金としての性格を有している

ものの、企業全体の利益を反映し、企業利益が個々人の実績により配分されており、

公務との厳密な同種・同等比較を行って原資を決めるという方式になじまないという

側面も有している。この点からは、事業所単位でボーナスの原資を把握する現行の官

民比較方式を直ちに改めることは適当でないと考えられる。 
    ○ 以上を踏まえると、当面、特別給の官民比較について、現行の調査の基本的な枠組

みは維持することが適当である。また、月例給において企業規模 100人未満を加える
こととの整合性を考慮すれば、特別給の比較に企業規模 100人未満を加えることが適
当である。 

  ○ 企業規模 100人未満の特別給を比較に加える場合には、今後の課題として、月例給
の比較の場合との整合性を考慮しながら、本府省職員の比較対象を例えば「東京 23
区・企業規模 500人（又は 1,000人）以上」とすることについても更に検討していく
必要がある。 

  ○ 中長期的課題として、個人別支給額の把握を含む特別給の調査方法や、官民比較の

在り方について、引き続き検討を行っていくことも必要である。 
 
 ６ その他 

  ○ 比較職種の細分化は、国家公務員の仕事の在り方や、現行の各府省の人事管理の変

更にまで踏み込むこととなり、そのような検討を行うときには、各府省はもちろん、

職員団体も含めて幅広く議論されるべきである。 
  ○ 行政職（一）以外の職種については、民間給与実態調査で調査した相当職種の給与

を参考にしつつ、基本的には行政職（一）との職務の違いに基づいて、行政職俸給表

（一）の給与水準との均衡を考慮して、俸給表水準を定めることが適当である。 
   
Ⅵ 結び 
  本研究会においては、現行の官民比較方法について検証及び検討を行ったが、人事院

が、この報告を受けて、官民比較方法の内容や合理性について、国民に十分理解される

よう、説明責任を果たすとともに、改善すべき事項については、職員団体等関係者と意

見交換を行いつつ結論を得て、必要なものについては本年の官民較差から反映されるこ

とを期待したい。 


